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68－令和６年度森林及び林業の動向 

 事例Ⅰ－４ 地域に応じた森林経営管理制度の取組 

〈間伐後の状況〉 

岐阜県恵那
え な

市  ～市町村森林経営管理事業の実施～  

石川県白山
はくさん

市  ～共有者不明森林における特例措置の活用～  

白山市では、経営管理権集積計画策定 予定 の森林
45.82haのうち、0.27haの人工林について共有者の一部が
不明であったため、共有者不明森林の特例措置を活用する
こととした。 

令和６(2024)年５月に、特例措置の手続として経営管理
権集積計画案の公告を開始し、６か月以内に異議の申出が
なかったため、経営管理権を設定した。市は、周囲の経営
管理権集積計画策定森林と合わせて経営管理実施権配分
計画を策定し、間伐、主伐・再造林を実施する予定として
いる。 

邑南町では、林業経営体への再委託(経営管理実施権の
配分)を念頭に森林経営管理制度を運用している。対象森
林は、林業経営体からの提案を受けて、町、木材協会、林
業経営体を構成員とする協議会で決定している。 

令和２(2020)年度に意向調査を行い、委託希望のあった
森林のうち20.63haで経営管理権集積計画、経営管理実施
権配分計画を策定し、令和５(2023)年度に1.6haの主伐・
再造林を実施した。所有が小規模な森林や森林所有者が多
数いる森林において本制度を活用することで、未整備森林
の解消を目指している。 

京都府  ～一般財団法人京都森林経営管理サポートセンターを通じた市町村支援～  

島根県邑南
おおなん

町
ちょう

  ～林業経営体の提案を踏まえた対象森林の決定～  

恵那市では、森林経営計画が作成されておらず施業履歴
がない私有林人工林について、主に防災の観点から、森林
経営管理制度を活用し、森林整備を実施することとしてい
る。 

令和５(2023)年度までに、430.78haの経営管理権集積計
画を策定し、市町村森林経営管理事業により364.06haの間
伐を実施した。令和６(2024)年度以降も意向調査を実施す
るとともに、市への委託希望があった森林について、経営
管理権集積計画を策定し、森林整備を推進している。 

京都府では、林業の専門知識を有する職員が不在である
など、本制度の執行体制が不十分な市町村に対して体制面
及び技術面で支援するため、令和２(2020)年度に一般財団
法人京都森林経営管理サポートセンターを設立した。市町
村支援に当たっては、府から同センターに相談窓口業務を
委託するほか、同センターが森林現況調査や意向調査、経
営管理権集積計画案の作成など、本制度に係る様々な業務
を市町村から直接受託することで、取組の推進に大きく貢
献している。 

〈対象森林の状況〉 

〈森林現況調査を実施している様子〉 

〈経営管理実施権配分計画を策定し、 
主伐・再造林を実施した森林〉 
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茨木市では、公共施設の整備に当たって、茨木市木材
利用基本方針に基づき木材利用の促進を図っている。 

令和５(2023)年度は、文化・子育て複合施設の新築に
当たり、国産材を54.7㎥活用して、内装及び家具の一部
木質化を実施した。 

意匠上重要な部分を木質化することにより、デザイン
性が高まったほか、木に包まれた屋内遊び場は自然を感
じる空間となっている。【事業費: 7,667万円】 

事例Ⅰ－５ 森林環境譲与税を活用した取組注 

〈屋内遊び場、天井の木質化〉 

〈境界明確化のための打合せ、 
任命式、現地踏査〉 

〈保護資材の設置状況〉 

岡山県美
み

作
まさか

市  ～新植地におけるシカ被害防止対策～  

東京都、都内12区市町村  ～複数の自治体連携による森林整備等～  

東京都と東京都内12区市町村(千代田区、中央区、台
東区、品川区、荒川区、葛飾区、八

は ち

王
お う

子
じ

市、青
お

梅
う め

市、あ
きる野

の

市、日
ひ

の出
で

町
ま ち

、檜
ひ の

原
は ら

村
む ら

及び奥
お く

多摩
た ま

町
ま ち

)は、令和５
(2023)年度に「森林環境譲与税の活用に係る都内連携に
関する協定」を締結した。 

同協定により、森林を持たない特別区と森林を持つ多
摩地域の市町村が連携して持続可能な森林循環の確立
に向けた広域的な取組を推進し、同年度は、特別区の譲
与税を活用し、あきる野市の市有林16.53haと奥多摩町
の町有林2.73haの間伐を実施した。【事業費: 267万円】 

奈良県、県内５市町村  ～奈良県フォレスターを市町村へ⾧期派遣～  

大阪府 茨
いばら

木
き

市  ～文化・子育て複合施設の木質化～  

美作市は、岡山県内でもニホンジカの生息数が多く、
新植地での苗木の食害が毎年発生している。今後増加し
ていく主伐後の再造林の推進のためにも、食害対策の低
コスト化の取組が必要となっている。 

このため、市有林の新植地0.96haにおいて、759mの
シカ防護柵と３種類(計300本)の単木保護資材による食
害防止対策を試験的に実施し、その有効性及び作業効率
等について検証を行った。【事業費: 528万円】 

〈間伐後の状況、協定締結式〉 

奈良県内の市町村では、林務行政の専門職員が配置さ
れていない場合が多く、地域の森林環境管理を担う人材
の確保が課題となっている。 

このため、奈良県職員として採用した者を「奈良県
フォレスターアカデミー」で２年間修学させた後、「奈
良県フォレスター」として、令和５(2023)年度には７市
町村に⾧期間派遣し、森林環境管理に関する総合的なマ
ネジメントを行っている。五

ご

條
じょう

市、吉
よ し

野
の

町
ちょう

、黒滝
く ろ た き

村
む ら

、野
の

迫
せ

川
が わ

村
む ら

、東
ひがし

吉
よ し

野
の

村
む ら

の５市町村では派遣に係る人件費に譲
与税を充当している。【事業費: 567～751万円(５市町村）】 

注：事業費は森林環境譲与税を財源とした額を記載。  
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